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別紙「利用契約書・重要事項説明書への同意書」下部へ署名した利用者（以下「利用者」とい

う）とMKMハートフル株式会社（以下「事業者」という）は、利用者があいのわリハビリステ

ーション豊島（以下「事業所」という）において、事業者から提供される指定通所介護（以下「通

所介護」という）、指定介護予防通所介護（以下「予防通所介護」という）、または北区介護予防・

日常生活支援総合事業（以下「北区総合事業」という）による通所サービスを受け、それに対す

る利用料金を支払うことについて、次のとおり契約（以下「本契約」という）を締結します。 

第一章 総則 

第 1条（契約の目的） 

1 事業者は、介護保険法令の趣旨に従い、利用者がその有する能力に応じ、可能な限り自立した

日常生活を営むことができるよう通所介護（予防通所介護）を提供し、利用者は、事業者に対

し、そのサービス対する料金を支払います。 

2 事業者が利用者に対して実施する通所介護サービスの内容、利用日、利用時間、費用等の事項

（以下「通所介護計画」という。）は、別紙『サービス提供表』に定めるとおりとします。 

第 2条（契約期間） 

１本契約の有効期間は、契約締結の日から契約者の要介護認定の有効期間満了日までとします。 

 但し、契約期間満了の日までに利用者から文書による契約終了の申し入れがない場合には、本 

契約は更に同じ条件で更新されるものとし、以後も同様とします。 

２前項の規定に拘らず、北区総合事業の対象者としてサービスを受ける場合にあっては、利用者 

の介護予防サービス・支援計画に基づく期間とする。 

第 3条（通所介護計画の決定・変更） 

1 事業者は、利用者の日常生活全般の状況および希望を踏まえ、利用者及びその家族等に対して

説明し、同意を得ている「居宅サービス計画（介護予防サービス・支援計画）」に沿って「通所

介護計画（介護予防通所介護計画）」を作成します。 

2 事業者は、利用者に係る居宅サービス計画が作成されていない場合でも、通所介護計画の作成

を行います。その場合に、事業者は、利用者に対して居宅介護支援事業者を紹介する等居宅サ

ービス計画作成のために必要な支援を行うものとします。 

3 事業者は、利用者に係る「居宅サービス計画（介護予防サービス・支援計画）」が変更された

場合、もしくは利用者及びその家族等の要請に応じて、通所介護計画の変更の必要があると認

められた場合には、利用者及びその家族等と協議して、通所介護計画を変更するものとします。 

第二章 サービスの利用と料金の支払い 

第 4条（サービス利用料金の支払い） 

1事業者は、利用者が支払うべき通所サービスに要した費用について、利用者が介護サービス費

として市町村から給付を受ける額（以下、介護保険給付額という。）の限度において、利用者

に代わって市区町村から支払いを受けます。 

2 利用者は要介護度に応じて所定の料金体系に基づいたサービス利用料金から介護保険給付額
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を差し引いた差額分（自己負担分）を事業者に支払うものとします。 

  但し、利用者がいまだ要介護認定を受けていない場合及び居宅サービス計画が作成されていな

い場合には、サービス利用料金を一旦支払うものとします。（要介護認定後又は居宅サービス

計画作成後、自己負担分を除く金額が介護保険から払い戻されます（償還払い）。） 

3前項の他、利用者はおやつ代、おむつ代等の諸費用実費を事業者に支払うものとします 

4事業者は、当月の利用料を翌月 15日までに請求致しますので、所定の月謝袋へ料金を入れて

ご持参ください。 

５事業者は、利用者から料金の支払いを受けたときは、利用者に対し領収証を発行します。 

６契約終了後、一年を経過して事業者より利用者へ未払い分の請求が無い場合は、事業者はその

債権を放棄したと見なします。 

（１）利用料 (令和 7年 5月改正) 

介護保険の給付の範囲を超えたサービス利用は全額自己負担となります。 

○自費をいただくもの（介護保険適用外） 

おやつ費用 １回につき １５０円 

オムツ・パッド類 １個につき １８０円 

 

介護保険適用 単位 一割負担分 二割負担分 三割負担分 

要支援１ 406単位 443円／回 886円／回 1,329円／回 

要支援２ 417単位 455円／回 910円／回 1,365円／回 

要介護１ 370単位 403円／回 806円／回 1,209円／回 

要介護２ 423単位 461円／回 922円／回 1,383円／回 

要介護３ 479単位 522円／回 1,044円／回 1,566円／回 

要介護４ 533単位 581円／回 1,162円／回 1,743円／回 

要介護５ 588単位 641円／回 1,282円／回 1,923円／回 

事業者が送迎を行わない 

場合の減算（要介護の方） 
-47単位／片道 -52円／片道 -103円／片道 -154円／片道 

個別機能訓練加算(Ⅰ)ロ 

（要介護の方） 
76単位／回 83円／回 166円／回 249円／回 

個別機能訓練加算Ⅱ 

（要介護の方） 
20単位／月 22円／月 44円／月 66円／月 

科学的推進体制加算 40単位／月 44円／月 88円／月 132円／月 

介護職員等処遇改善加算Ⅰ 介護報酬総単位数×9.2% 左記算定数の一割 左記算定数の二割 左記算定数の三割 

サービス提供強化加算Ⅰ 要介護   22単位／回 

要支援 1  88単位／月 

要支援 2 176単位／月 

24円／回 

96円／月 

192円／月 

48円／回 

192円／月 

384円／月 

72円／回 

288円／月 

576円／月 

ADL維持等加算Ⅰ 

ADL維持等加算Ⅱ 

（要介護の方） 
※年度により変更有 

30単位／月 

60単位／月 

33円／月 

65円／月 

66円／月 

130円／月 

99円／月 

195円／月 

口腔機能向上加算Ⅰ 

口腔機能向上加算Ⅱ 

(要介護の方) 

150 単位／回 

160 単位／回 

(月 2 回上限) 

164  円／回 

175  円／回 

328  円／回 

350  円／回 

492  円／回 

525  円／回 

口腔機能向上加算Ⅱ 

(要支援の方) 

160 単位／月 175 円／月 350 円／月 525 円／月 
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第 5条（利用日の中止・変更・追加） 

1 利用者は、利用期日前において、通所介護サービスの利用を中止又は変更、もしくは新たなサ

ービスの利用を追加することができます。この場合には、利用者はサービス実施日の 14日前

までに事業者に申し出るものとします。 

2 要介護者において、度重なる当日連絡による不明瞭・不当な欠席が続いた場合、書面によ

る注意勧告の上、当該お支払い頂くべき料金の実費をお支払い頂く場合がございます。但し

利用者の体調不良等正当な事由がある場合は、この限りではありません。 

3 事業者は、第 1 項に基づく利用者からのサービス利用の変更・追加の申し出に対して、事業

所が満員で利用者の希望する日にサービスの提供ができない場合、他の利用可能日を利用者に

提示して協議するものとします。 

第 6条（利用料金の変更） 

1 第 4条第 1項から第 3項に定めるサービス利用料金について、介護給付費体系の変更があっ

た場合、事業者は当該サービスの利用料金を変更することができるものとします。 

2 第 4条第 1項から第 3項に定めるサービス利用料金については、経済状況の著しい変化その

他やむを得ない事由がある場合、事業者は、契約者に対して、変更を行う日の 30日前までに

説明をした上で、当該サービス利用料金を相当な額に変更することができます。 

第三章 事業者の義務 

第 7条（事業者及びサービス従事者の義務） 

1 事業者及びサービス従事者は、サービスの提供にあたって、利用者の生命、身体、財産の安全・

確保に配慮するものとします。 

2事業者は利用者の体調・健康状態からみて必要な場合には、事業所の看護職員もしくは主治医

と連携し、利用者からの聴取・確認の上でサービスを実施するものとします。 

3 事業者は、利用者に対する通所介護サービスの提供について、提供日・内容・利用者の心身の

状況・その他必要な事項を記録し、それを 2年間保管し、利用者もしくはその代理人の請求に

応じてこれを閲覧させ、複写物を交付するものとします。 

第 8条（緊急時の対応方法等） 

1 事業者は、サービス提供時において、利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、

速やかに主治医への連絡又は事業所近隣の協力医療機関へ連絡を行う等の必要な措置を講じ

るものとともに、担当のケアマネージャー、利用者家族へ報告します。 

2 事業者は、サービス提供時において、緊急時または災害時には事業所の作成している防災マニ

ュアル、災害緊急時の体制に基づいて、速やかに利用者の安全確保に努めるものとします。 

第９条（事故発生時の対応方法等） 

1 事業者は、サービス提供時において、利用者に事故が発生した場合には、速やかに区市町村、

介護支援専門員、利用者の家族に連絡を行うと共に、必要な措置を講じる。 

２ 事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について記録し、その完結の日か

ら２年間保存する。 
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３ 事業者は、利用者に賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行う。 

第１０条（守秘義務等） 

1 事業者及びサービス従事者又は従業員は、通所介護サービスを提供する上で知り得た利用者又

はその家族等に関する事項を正当な理由なく第三者に漏洩しません。この守秘義務は、本契約

が終了した後も継続します。 

2 事業者は、利用者に医療上、緊急の必要性がある場合には、医療機関等に利用者に関する心身

等の情報を提供できるものとします。 

3 前 2 項にかかわらず、利用者に係る他の居宅介護支援事業者等との連携を図るなど正当な理

由がある場合には、利用者又は利用者の家族等の個人情報を用いることができるものとします。 

4 利用者は、個人情報について、事業所が定める個人情報保護方針「個人情報保護マニュアル」

及び個人情報の利用目的をよく理解し個人情報の利用に同意します。 

 

第四章 利用者の義務 

第１1条（利用者の施設利用上の注意義務等） 

1 利用者は、事業所の施設、設備、敷地をその本来の用途に従って、利用するものとします。 

2 利用者は、事業所の施設、設備について、故意又は重大な過失により滅失、破損、汚損もしく

は変更した場合には、自己の費用により原状に復するか、又は相当の代価を支払うものとしま

す。 

3 利用者の心身の状況等により特段の配慮が必要な場合には、利用者及びその家族等と事業者と

の協議により、施設、設備の利用方法等を決定するものとします。 

4 施設内での写真・動画などを撮影すること、意見や感想を聞くことがあるが、その著作権は事

業所に帰属するものとします。 

 

第五章 損害賠償（事業者の義務違反） 

第 1２条（損害賠償責任） 

1 事業者は、本契約に基づくサービスの実施に伴って、自己の責に帰すべき事由により利用者に

生じた損害について賠償する責任を負います。第１０条に定める守秘義務に違反した場合も同

様とします。 

 但し、利用者に故意又は過失が認められる場合には、利用者の置かれた心身の状況を斟酌して

相当と認められる時に限り、損害賠償額を減じることができるものとします。 

2 事業者は、前項の損害賠償責任を速やかに履行するものとします。 

○損害賠償保険への加入 

       当事業所は、以下の損害賠償保険に加入しています。 

      ・加入保険会社名 海上日動火災保険株式会社 

      ・保険の種類    介護事業者賠償責任補償 
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第 1３条（損害賠償がなされない場合） 

 事業者は、自己の責に帰すべき事由がない限り、損害賠償責任を負いません。とりわけ以下の

各号に該当する場合には、事業者は損害賠償責任を免れます。 

  一 利用者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこれを告

げず、又は不実の告知を行ったことにもっぱら起因して損害が発生した場合 

  二 利用者が、サービスの実施にあたって必要な事項に関する聴取・確認に対して故意にこれ

を告げず、又は不実の告知を行ったことにもっぱら起因して損害が発生した場合 

  三 利用者の急激な体調の変化等、事業者の実施したサービスを原因としない事由にもっぱら

起因して損害が発生した場合 

  四 利用者が、事業者もしくはサービス従事者の指示・依頼に反して行った行為にもっぱら起

因して損害が発生した場合 

第 1４条（事業者の責任によらない事由によるサービスの実施不能） 

  事業者は、本契約の有効期間中、地震・噴火等の天災その他自己の責に帰すべからざる事由に

よりサービスの実施ができなくなった場合には、利用者に対して既に実施したサービスを除いて、

所定のサービス利用料金の支払いを請求することはできないものとします。 

第六章 契約の終了 

第 1５条（契約の終了事由、契約終了に伴う援助） 

1 利用者は、以下の各号に基づく契約の終了がない限り、本契約に定めるところに従い事業者が

提供するサービスを利用することができるものとします。 

  一  利用者が死亡した場合 

  二 要介護認定により利用者の心身の状況が自立と判定された場合   

  三 事業者が解散命令を受けた場合、破産した場合又はやむを得ない事由により事業所を閉鎖

した場合 

 四 施設の滅失や重大な毀損により、サービスの提供が不可能になった場合 

 五 事業所が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 

 六 第 14条から第 15条に基づき本契約が解約又は解除された場合 

2 事業者は、前項第一号を除く各号により本契約が終了する場合には、利用者の心身の状況、置

かれている環境等を勘案し、必要な援助を行うよう努めるものとします。 

第 1６条（利用者からの中途解約） 

1 利用者は、本契約の有効期間中、本契約を解約することができます。この場合には、利用者は

契約終了を希望する日の 30日前までに事業者に通知するものとします。 

2 契約者は、以下の事項に該当する場合には、本契約を即時に解約することができます。 

  一 事業者もしくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定める通所介護サービスを実

施しない場合 

  二 事業者もしくはサービス従事者が第 8条に定める守秘義務に違反した場合 

  三 契約者が入院した場合 

  四 契約者に係る居宅サービス計画（ケアプラン）が変更された場合 
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第 1７条（事業者からの契約解除） 

  事業者は、利用者が以下の事項に該当する場合には、本契約を解除することができます。 

  一 利用者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこれを告

げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続し難い重大な事情を生じさせた場合 

  二 利用者による、第 4条第 1項から第 3項に定めるサービス利用料金の支払いが 3か月遅

延し、相当期間を定めた催告にもかかわらずこれが支払われない場合 

  三 利用者が、故意又は重大な過失により事業者又はサービス従事者もしくは他の利用者等の

生命・身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行うことなどによって、本契

約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

第七章 送迎に関する同意事項 

第 18条（送迎の範囲） 

原則として、玄関の中までのお迎え、お送りをいたします。身体的・環境的等の諸事情がある

場合はご本人、ご家族様と話し合いを行い、提供できる範囲の送迎サービスを提供させていた

だきます。 

第 19条（送迎時間） 

送迎時間につきましては、交通事情等で到着時間が前後する場合がございます。 

その際は、事業所より電話連絡いたします。 

第 20条（待機時間） 

利用者の体調不良等を除き、準備等ができていない場合、他の利用者様にご迷惑をかけてし 

まいますので長時間待機することはできません。ご本人、ご家族のご協力をお願いいたしま 

す。 

第 21条（安全管理） 

乗車中は、安全のため全席シートベルトの着用をお願いしております。 

第 22条（送迎に関する事項の同意） 

  利用者は、事業所が定める送迎に関する事項についてよく理解し同意します。 

  上記の契約を証し、全ての事項への同意を認める為、別紙「利用契約書・重要事項説明書への

同意書」2通を作成し、利用者、事業者が記名捺印のうえ、各 1通を保有するものとします。 
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第八章 その他 

第 23条（相談・苦情処理） 

 事業者は、その提供したサービスに関する利用者等からの相談、苦情に対する窓口を設置し 

利用者の要望、苦情などに対し、迅速かつ適切に対応します。 

○苦情申立窓口 

・ ご利用時間  火曜～土曜  午前９時～午後５時 

・ ご利用方法  電話  ０３－６９０８－４６３０ 

・ 苦情解決責任者 あいのわリハビリステーション豊島 中尾ちえ 

・ 面接場所    あいのわリハビリステーション豊島 もしくはご利用者様自宅 

○北区介護保険課 給付調整係   ０３－３９０８－１１１９ 

○東京都国民健康保険団体連合会 苦情相談窓口  ０３－６２３８－０１７７ 

第 24条（事業所の概要） 

（１） 運営の目的及び運営方針 

利用者の人格を尊重し、利用者個人の希望に合った介護、機能訓練、その他必要なサービス

を提供いたします。利用者の安全を最優先とし、事故防止に努めます。ご家族、居宅介護支

援事業所との連携を図り、スムーズなサービス提供に努め、利用者のニーズにお応えいたし

ます。 

（２） 事業者の指定番号およびサービス提供地域 

事業所名 あいのわリハビリステーション豊島 

所在地 東京都北区豊島 4－18－24 3階 

介護保険指定番号 通所介護事業 （東京都 1371707157 号） 

予防通所介護事業 （東京都 13A1700544 号） 

サービス提供地域 北区 ※こちらの地域以外の方でもご相談ください。 

（３） 営業日・営業時間 

火  ～  土 午前８：３０  ～  午後１７：３０ 

祝日及び 12月 28日～１月３日はお休みします 

（４） サービス提供時間 

午前の部 火  ～  土 9：20  ～  12：30 

午後の部 火  ～  土 13：30 ～ 16：40 

（５） 定員 

午後の部 3０名 

午後の部 3０名 

（６） 職員体制 

 資  格 常  勤 非常勤 計 

管理者 介護福祉士 1名  １名 

生活相談員 社会福祉主事 １名  1名 

看護師 看護師 １名 1名 2名 

運動指導員 健康運動指導士、介護予防主任運動指導員、 

介護予防運動指導員、介護福祉士など 

3名  3名 

機能訓練指導員 理学療法士 1名 
 

1名 
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第２5条（協議事項） 

本契約に定められていない事項について問題が生じた場合には、事業者は介護保険法 

その他諸法令の定めるところを遵守し、利用者と誠意をもって協議のうえ定めます。 

第 26条（裁判管轄） 

この契約に関してやむをえず訴訟となる場合は、利用者及び事業者は、事業者の住所を管轄す

る裁判所を第一審管轄裁判所とすることを合意します。 

第 27条（虐待防止について） 

利用者の人権擁護、虐待防止等のために次に掲げる措置を講じます。 

１． 虐待防止に関する指針を整備し、責任者を選定する。責任者は管理者とする。 

２． 虐待防止の為の対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うこと

ができるものとする）を定期的に開催するとともに、その結果について従業者

に周知徹底すること。 

３． 職員に対する虐待防止を啓発、普及する為の研修を実施しています。 

４． 成年後見制度の利用を支援します。 

５． 事業所は、サービス提供中に当該事業所従業員又は養護者（利用者の家族等高

齢者を現に養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合

は、速やかにこれを北区役所、各地域包括支援センター、警察等との虐待防止

における通報先との連携、協力に努めます。 

第 28条（身体的拘束等の原則禁止） 

  利用者の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行って

はならない事とし、やむを得ず身体的拘束を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録します。 

 

第 29条（暴力、暴言、ハラスメントについて） 

暴力、暴言、ハラスメントに対する為に次に掲げる措置を講じます。 

１． 適切な対応を取ると共に責任者を選定：責任者 中尾ちえ 

２． 職員に対する暴力、暴言、ハラスメントの防止を啓発、普及する為の研修を実

施しています。 

３． 暴力、暴言、ハラスメント行為が利用者やその家族から、職員に対してあった

場合には、解約するだけでなく法的な措置と共に損害賠償を求める事がありま

す。 

【具体的な暴力、暴言、ハラスメントの例】 

暴力又は乱暴な言動：殴る、蹴る、物を投げつける、刃物を向ける、怒鳴る、 

奇声や大声を発する等 

ハラスメント行為：不必要に体を触る、手を握る、腕を引っ張り抱きしめる、 

卑猥な画像や動画を繰り返し見せる等 

その他：職員や他者の個人情報を求める、ストーカー行為等 
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第 30条（業務継続計画の策定） 

（１）感染症予防及び感染症の発生時の対応（衛生管理を含む） 

・事業所は、施設における感染症の発生または食中毒の予防及び蔓延の防止のため必要な措置を

講じるとともに、必要に応じて保健所の助言・指導を求め、常に密接な連携に努めます。 

・事業所は、感染対策の指針を整備します。 

・事業所は、感染症発生の防止のための委員会及び従業者に対する研修、発生時の訓練を定期的

に行います。 

・事業所は、感染症が流行する時期等を起案して必要に応じテレビ電話装置等を活用しサービス

担当者会議等を行います。 

・厚生労働大臣が定める感染症または食中毒が疑われる際の対処等に関する手順に沿った対応を

行います。 

（２）非常災害対策 

事業所に災害に関する担当者（防火管理者）を置き、非常災害に関する取組みを行います。 

・防災の対応：消防計画に基づき速やかに消火活動に努めるとともに、避難・誘導にあたります。 

・防災設備 ：防火管理者を選任し、消火設備、非常放送設備等、必要設備を設けます。 

・防災訓練 ：消防法に基づき、消防計画等の防災計画を立て、従業者および利用者、地域住民の

参加が得られるように連携に努め、消火通報、避難訓練を年間計画で実施します。 

・事業所は、大地震等の自然災害、感染症のまん延等、あらゆる不測の事態が発生しても事業を

継続できるよう計画（BCP）を策定し、研修の実施、訓練を定期的に行います。 

 

        事業者   あいのわリハビリステーション豊島  ＭＫＭハートフル株式会社 

              ＴＥＬ：03-6908-4630  ＦＡＸ：03-6908-4631 


